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2015決算 （参考）法定外税の名称等

法定外普通税 法定外目的税

都道府県名 名称 開始年月 名称 開始年月

北海道 核燃料税 1988(S63)年9月施行。期限は5年で5年ごとに更新 循環資源利用促進税 2006(H18)年10月施行

青森県 核燃料物質等取扱税 1991(H3)年9月施行。5年毎に更新 産業廃棄物税 2004(H16)年1月施行

岩手県 なし 産業廃棄物税 2004(H16)年1月施行

宮城県 核燃料税 1983(S58)年6月施行。期限は5年で、5年ごとに更新 産業廃棄物税 2005(H17)年4月施行。期限は5年で、5年ごとに更新

秋田県 なし 産業廃棄物税 2004(H16)年1月1日施行

山形県 なし 産業廃棄物税 2006(H18)年10月施行

福島県 なし 産業廃棄物税 2006(H18)年4月施行

茨城県 核燃料等取扱税 1999(H11)年4月1日から施行。5年ごとに更新。 なし

栃木県 なし なし

群馬県 なし なし

埼玉県 なし なし

千葉県 なし なし

東京都 なし 宿泊税 2002(H14)年10月施行

神奈川県 なし なし

新潟県 核燃料税 1984(S59)年11月15日施行、期限は5年で、5年ごとに更新 産業廃棄物税 2004(H16)年4月施行

富山県 なし なし

石川県 核燃料税 1992(H4)年10月施行、期限は5年で、5年ごとに更新 なし

福井県 核燃料税 1976(S51)年11月施行。期限は5年で、5年ごとに更新 なし

山梨県 なし なし

長野県 なし なし

岐阜県 なし 乗鞍環境保全税 2003(H15)年4月1日施行

静岡県 核燃料税 1980(S55)年4月施行。期限は5年で、5年ごとに更新 なし

愛知県 なし 産業廃棄物税 2006(H18)年4月施行

三重県 なし 産業廃棄物税 2002(H14)年4月1日施行

滋賀県 なし 産業廃棄物税 2004(H16)年1月施行

京都府 なし 産業廃棄物税 2005(H17)年4月施行

大阪府 なし なし

兵庫県 なし なし

奈良県 なし 産業廃棄物税 2004(H16)年4月施行

和歌山県 なし なし

鳥取県 なし 産業廃棄物処分場税 2003(H15)年4月施行

島根県 核燃料税 1980(S55)年4月施行。期限は5年で、5年ごとに更新 産業廃棄物減量税 2005(H17)年4月施行。期限は5年で、5年ごとに更新

岡山県 なし 産業廃棄物処理税 2003(H15)年4月施行

広島県 なし 産業廃棄物埋立税 2003(H15)年4月施行

山口県 なし 産業廃棄物税 2004(H16)年4月施行

徳島県 なし なし

香川県 なし なし

愛媛県 核燃料税 1979(S54)年1月施行。期限は5年で、5年ごとに更新 資源循環促進税 2007(H19)年4月施行

高知県 なし なし

福岡県 なし 産業廃棄物税 2005(H17)年4月施行

佐賀県 核燃料税 1979(S54)年4月施行。期限は5年で、5年ごとに更新 産業廃棄物税 2005(H17)年4月施行

長崎県 なし 産業廃棄物税 2005(H17)年4月施行

熊本県 なし 産業廃棄物税 2005(H17)年4月施行

大分県 なし 産業廃棄物税 2005(H17)年4月施行

宮崎県 なし 産業廃棄物税 2005(H17)年4月施行

鹿児島県 核燃料税 1983(S58)年6月施行。期限は5年で、5年ごとに更新 産業廃棄物税 2005(H17)年4月施行

沖縄県 石油価格調整税 1972(S47)年6月1日開始。5年期限で、その都度制定 産業廃棄物税 2006(H18)年4月施行
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2015決算 参考「地方法人特別税」 (単位：千円、千円未満四捨五入)

都道府県名 法人からの払込額 還付金相当額 回答補足

北海道 55,871,484 653,960

青森県 12,604,078 688,725

岩手県 14,127,301 690,784

宮城県 37,500,255 2,113,883

秋田県 9,581,897 557,842

山形県 10,822,523 580,166

福島県 33,822,019 433,232 本税のみ

茨城県 41,741,786 1,186,347

栃木県 26,405,333 1,295,037

群馬県 35,788,684 1,395,783

埼玉県 69,215,932 2,222,770

千葉県 70,967,706 3,176,087

東京都 532,047,241 25,803,075

神奈川県 121,849,197 3,941,319 千円未満切捨て表示。

新潟県 33,260,977 912,513

富山県 13,787,937 708,788

石川県 18,770,835 598,607

福井県 16,221,020 450,030

山梨県 18,043,338 375,383

長野県 29,236,590 833,477

岐阜県 27,069,190 1,278,066

静岡県 62,245,765 2,966,946

愛知県 196,188,551 6,981,822

三重県 26,571,356 1,869,395

滋賀県 20,154,146 1,031,268

京都府 41,314,831 8,447,825

大阪府 171,045,392 8,669,739 還付金相当額は還付金額（8,599,006千円)に還付加算金を加えた額。

兵庫県 67,641,901 1,934,431

奈良県 8,472,482 496,566

和歌山県 8,937,633 544,781

鳥取県 5,680,960 277,039

島根県 8,412,066 343,301

岡山県 24,842,892 1,057,389
還付金相当額については、総務省「道府県徴収実績調」の記載要領に準じ、地方税法第72条の28第4項の規定により法人事業税の中間納付額を還付する場合において、地方法人特別税等に関する暫定措置法第13条第1

項の規定により還付した地方法人特別税の還付金相当額について、4月からの累計額を記入している。

広島県 41,364,352 615,714

山口県 18,172,149 1,299,467

徳島県 9,526,325 244,335

香川県 16,107,514 545,518

愛媛県 18,404,383 1,033,143

高知県 7,106,934 278,765

福岡県 65,873,253 2,630,082

佐賀県 9,137,535 488,036

長崎県 11,734,906 787,555

熊本県 17,478,127 589,037

大分県 12,120,596 614,271

宮崎県 10,441,724 109,402

鹿児島県 14,666,842 467,013 法人からの払込額は延滞金、加算金も含めた額。還付金相当額は還付する金額をそのまま計上している。実際の国への払込額は、上記から法人事業税との調整により減額される額を除いた金額になる。

沖縄県 13,287,231 605,062

合計 2,135,665,169 94,823,776
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